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<研究報告>
要約
知的障害特別支援学校における
超重症児該当児童生徒への指導の実際
-肢体不自由・病弱特別支援学校との比較-
野崎 義和(宮城教育大学特別支援教育総合研究センター)
川住 隆一(東北福祉大学教育学部)
本研究では、知的障害特別支援学校への調査を通して、超重症児該当児童生徒への
指導の実際を明らかにし、肢体不自由・病弱特別支援学校の調査結果(野崎・川住，
2013) との比較検討を行ったO 使用している支援機器として VOCAや押し型スイッ
チがおもに挙げられていた点は、肢体不自由・病弱特別支援学校の結果と一致してい
た。しかし、使用頻度は肢体不自由・病弱特別支援学校ほど高くなかった O 指導のね
らいについては、脳機能障害の程度が重度である該当児童生徒の場合は感覚入力に、
比較的軽度の場合は運動出力に力点を置いているという点で、肢体不自由・病弱特別
支援学校とおおむね共通した傾向がみられた O 取り組み・働きかけについても、肢体
不自由・病弱特別支援学校と同様、双方向的なコミュニケーションが成立している群
は内容が多岐にわたっているのに対し、睡眠と覚醒の区別が困難な状態、である群は内
容が限られている可能性がうかがえた O
1 .問題と目的
近年、濃厚な医療的ケアを常時必要とする人たちが増加しており、その一群は医療
や福祉の分野における従来の「重症心身障害児(者)Jの概念を超越していることから、
「超重症児(者)J と呼ばれている(山田・鈴木， 2005)。超重症児(者)の日常は、
医療・看護面の対応を受けることに多くの時聞が費やされている O 一方、彼/彼女ら
が教育・療育面の対応を受ける時間は、健康上の理由によって非常に限られてしまい
がちである(JI住・佐藤・岡津・中村・笹原， 2008) 0また、身体を動かすことの体
験や他者との交流の少なさも柳津・河野・山田・鎌倉・伊藤・南雲・春日・野池・杉
山(2003) によって指摘されている O 実際に、医療機関や重症児施設に長期間入院・
入所している、もしくは在宅生活している学齢の超重症児の中には、離床が困難な者
がいる O そしてその多くは、健康への配慮や学校までの移動の大変さなどを理由に、
登校することが非常に難しいため、在籍校の教師が彼/彼女らのベッドサイドや自宅
を訪問して指導を実施している(菊池・演回・八島 2011)0 つまり、同世代の子ど
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もや担任以外の教師と接する機会がきわめて乏しくなりがちである O
以上の事柄も含め、超重症児(者)への教育・療育においては種々の制約が伴うと
いわれている(JI住， 2006， 2007;松田・川住・早坂・石川， 2001) 0そして、この
ような制約下で彼/彼女らへの教育・療育をどう充実させていけるかについて関心や
問題意識が向けられるようになっており、その傾向は近年の学術誌における研究時評
(細測・大江， 2004; )1住， 1998;松田， 2002;岡津， 2012) からもうかがえる O
また、特に学齢の超重症児に対しては、教育を受ける権利を保障するために、“教育現
場として何をすべきなのか、何ができるのか"が問われるようになってきている(田
実， 2009)0 しかしながら、教育現場において超重症児該当児童生徒への指導がどの
ように行われているかについての情報は少ない。また、超重症児該当児童生徒は、肢
体不自由または病弱の特別支援学校のみならず、知的障害単独の特別支援学校にも(主
に訪問教育の対象として)在籍していると考えられるが、学校の対象障害種別の違い
による指導の実際に関する比較検討を行った研究はこれまで見受けられない O
こうした中、筆者らは特別支援学校における超重症児該当児童生徒への教育の現状
と課題を探るため、全国規模のアンケート調査を実施した O 本研究では、知的障害特
別支援学校への調査から得られたデータをもとに、超重症児該当児童生徒に対する指
導の実際を明らかにし、野崎・)1住 (2013) が報告した肢体不自由・病弱特別支援学
校の調査結果との共通点・差異点を検討することを目的とする。
TI. 方法
1 .調査の概要
訪問教育を実施している知的障害特別支援学校 117校に対して、 2種類の調査票を
郵送した。 1つは学校全体での超重症児該当児童生徒の在籍状況と基本的な指導場所
について尋ねたもの(以下、「アンケート 1J) であり、もう 1つは超重症児該当児童
生徒を 1名挙げてもらい、その子ども(以下、「対象児J)に対する指導の実際(①回
答者と対象児の基本的属性、②対象児の脳機能障害の程度および具体的な状態像、③
指導で着目している対象児の変化・行動、④スイッチ等の支援機器の使用状況、⑤主
たる指導内容、⑥指導上の困難さとその背景、⑦指導上の工夫、⑧教師が取り組むべ
き研究課題や研究機関への期待の 8点)について尋ねたもの(以下、「アンケート IJ ) 
である。
アンケート Iは各学校に 1部送付し、重複障害学級担当者に回答を依頼した O一方、
アンケート Eは各学校に 4部送付し、回答は選択した対象児の担任教師に依頼した O
調査期間は 2011年 1'"'-'2月である O
なお調査の実施に際しては、調査趣旨の説明に関する文書(各学校に 1部送付)の
中で超重症児の判定基準を示し、「超重症児」という用語・概念が適切に認識されるよ
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う配慮した D さらにその文書の中で、調査結果の取り扱いにあたっては個人等が特定
されないようにすることを明記した O
2. 分析で取り上げる調査項目
本研究の分析に用いる調査項目は、以下の通りである。
( 1 )対象児の脳機能障害の程度
大村(2004) の「超重症児分類j を参考に、「昏睡状態、あるいは睡眠と覚醒の区
別が困難である J群 (A群とする O 以下同様)、「睡眠と覚醒の区別は可能であるが、
刺激に対する意識的な反応はみられない」群 (B群)、「刺激に対する意識的な反応は
みられるが、双方向的なコミュニケーションは難しい」群 (C群)、「何らかの手段(動
作、表情、支援機器の利用等)での双方向的なコミュニケーションが成立している」
群 (D群)の 4区分を設定し、回答者にはこれらの中から 1つ選択してもらった D
( 2 )スイッチ等の支援機器の使用状況
使用頻度について 5件法(rよく使用する Jr時々使用する Jrたまに使用する Jrあ
まり使用しないJrまったく使用しないJ)で尋ねた O また、使用しているおもな支援
機器を記述してもらった O
( 3 )主たる指導内容と指導上の工夫
いずれも自由記述形式で回答を求めたが、記載の観点についての例示を行った O 主
たる指導内容については「指導目標、指導の場、具体的な働きかけ、教材」を、指導
上の工夫については「支援機器の活用、対象児の姿勢調節、ビデオ記録による省察、
検討会、同僚や他職種との連携」を挙げた。
3. 分析手続き
スイッチ等の支援機器の使用状況については、全体および脳機能障害の程度別 (A
"'-'D群)の回答結果を整理した D
主たる指導内容と指導上の工夫については、指導のねらい(指導目標、担任教師の
願い、取り組み・働きかけの目的)や対象児への直接的な取り組み・働きかけの内容
に関する記載を抽出した。そして、野崎・川住 (2013) を参考に、指導のねらいは 25
カテゴリに、取り組み・働きかけの内容は 30カテゴリにそれぞれ分類した(分類は
第一筆者単独で実施した)。さらに、各カテゴリについて、 A"'-'D群の記載率を算出し
た(詳しい算出方法は後述する)。
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il. 結果
調査に対する回答は 74校より得られ(回収率 63.2%)、このうち 53校において合
計 222名の超重症児該当児童生徒が在籍していることがアンケート Iより明らかとな
った O そしてアンケート Eは、 85件分の指導事例についての回答が得られた O 対象児
の脳機能障害の程度による内訳は、 A群 16件、 B群 23件、 C群 27件、 D群 19件で
ある O
1 .スイッチ等の支援機器の使用状況
使用頻度に関する回答において 2件 (B群と C群にそれぞれ該当)のみ欠損が認め
られたため、 83件分について整理を行った O そして、この結果と野崎・川住 (2013)
が報告した肢体不自由・病弱特別支援学校への調査(以下、「“肢・病"調査J)の結果
を Table1に併記した O 今回の調査においては、「よく使用する」と「時々使用する」
を合わせると 21件、「あまり使用しないj と「まったく使用しなしリを合わせると 50
件となり、使用頻度の低いケースのほうが多かった O また、 A群を除いた 3つの群に
関しては、「よく使用する j または「時々使用する」が選択されている割合が、“肢・
病"調査の結果と比べて低いことがうかがえた口特に D群については、“肢・病"調
査では 59.0% (1よく使用する Jが 28.9%、「時々使用する」が 30.1%)だったのに対
し、今回の調査では 27.8%(1よく使用する」が 22.2%、「時々使用する Jが 5.6%)と、
割合に顕著な差が認められた O
そして、使用しているおもな支援機器に関する自由記述では、 VOCA(Voice Output 
Communication Aids 音声出力型コミュニケーションエイド)や押し型スイッチが
回答として比較的多かった O また、センサースイッチといった、微弱微小な動きでの
入力が可能な機器を挙げているケースもわずかに認められた O
2. 指導のねらいと取り組み・働きかけの内容
( 1 )指導のねらいに関する記載状況
85件中 77件 (A群 12件、 B群 22件、 C群 26件、 D群 17件)より指導のねらい
に関する記載が得られた。前述の手続きに従い、記載内容の分類と記載率(カテゴリ
に該当する記載が認められた件数/指導のねらいに関する記載が得られた件数x100) 
の算出を行い、その結果を Table2に整理した。 2つ以上の群で記載率が 30%以上だ
ったのは、「健康・衛生状態の維持・改善J1刺激の知覚・受容・弁別J1動きの発現、
動作の形成・向上J1対人関係や交流の深化・拡大J1情動や意思の表出・伝達J1経験
の蓄積、活動の幅の拡大」の 6カテゴリであった O そして、これらfの方テゴリを抽出
し、“肢・病"調査との記載率の比較結果を Table3にまとめた O
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( 2 )取り組み・働きかけの内容に関する記載状況
85件中 81件 (A群 15件、 B群 23件、 C群 25件、 D群 18件)より取り組み・働
きかけの内容に関する記載が得られた。前述の手続きに従い、記載内容の分類と記載
率(カテゴリに該当する記載が認められた件数/取り組み・働きかけの内容に関する記
載が得られた件数 x100)の算出を行い、その結果を Table4に整理した D どの群でも
記載率が 30%以上だったのは、「体操・マッサージ・ストレッチ等Ji音楽(歌・楽器
等)J i視聴覚活動(映像、絵本、ペープサート等)J i事物を介した皮膚感覚・振動刺
激Ji作業、制作」の 5カテゴリであった O そして、これらのカテゴリを抽出し、“肢・
病"調査との記載率の比較結果を Table5にまとめた O
Table 1 支援機器の使用頻度に関する障害種別間比較
使用頻度 知的障害 肢体不自由・病弱
(本研究) (野崎・川住， 2013) 
n二16 n=31 
よく使用する 2 (12.5) 2 (6.5) 
A群 時々使用する 3 (18.8) 2 (6.5) たまに使用する (6.3) 2 (6.5) 
あまり使用しない 5 (31.3) 9 (29.0) 
まったくイ吏用しない 5 (31.3) 16 (51.6) 
n=22 n=55 
よく使用する 2 (9.1) 6 (10.9) 
B群 時々使用する 3 (13.6) 11 (20.0) たまに使用する 4 (18.2) 13 (23.6) 
あまり使用しない 4 (18.2) 5 (9.1) 
まったくイ吏用しない 9 (40.9) 20 (36.4) 
n=27 n=108 
よく使用する 2 (7.4) 19 (17.6) 
C群 時々使用する 4 (14.8) 22 (20.4) たまに使用する 4 (14.8) 17 (15.7) 
あまり使用しない 4 (14.8) 15 (13.9) 
まったくイ吏用しなし、 13 (48.1) 35 (32.4) 
n=18 n=83 
よく使用する 4 (22.2) 24 (28.9) 
D群 時々使用する (5.6) 25 (30.1) たまに使用する 3 (16.7) 16 (19.3) 
あまり使用しない 6 (33.3) 10 (12.0) 
まったく使用しない 4 (22.2) 8 (9.6) 
N=83 N=277 
よく使用する 10 (12.0) 51 (18.4) 
時々使用する 11 (13.3) 60 (21. 7) 
イエL・Jげ士 たまに使用する 12 (14.5) 48 (17.3) 
あまり使用しない 19 (22.9) 39 (14.1) 
まったく{吏用しなし、 31 (37.3) 79 (28.5) 
カッコ内はn(N)に占める割合で，割合の単位は%である.
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Table 2 指導のねらいに関する各カテゴリの記載率
領域 カテゴリ A群 B群 C群 D群
(n=12) (n二 22) (n=26) (n=l7) 
健康・衛生状態の維持・改善 33.3 36.4 34.6 29.4 
心身の健康・
身体的・心理的な安定 25.0 40.9 26.9 29.4 
衛生面 身体機能の維持・改善 25.0 22.7 11.5 17.6 
生活リズムの形成・調整，覚醒状態の維持
0.0 31.8 26.9 0.0 -向上
刺激の知覚・受容・弁別 58.3 36.4 50.0 35.3 
残存感覚の維持・活用 0.0 13.6 7.7 5.9 
感覚・認知面 状況の把握，環境への適応 8.3 13.6 15.4 0.0 
期待・見通しの形成 8.3 4.5 15.4 5.9 
事象聞の関係の理解 0.0 0.0 3.8 11.8 
表象や概念の形成・拡大 0.0 0.0 0.0 0.0 
特定の姿勢(での活動)や姿勢変換への
0.0 4.5 3.8 0.0 適応
自力での/物的・人的援助を受けながらの
0.0 0.0 3.8 5.9 
姿勢・運動面 姿勢保持
動きの発現，動作の形成・向上 16.7 9.1 30.8 64.7 
事物の把握・操作行動の形成・向上 0.0 0.0 7.7 5.9 
身体意識の形成・向上 0.0 0.0 7.7 0.0 
対人関係や交流の深化・拡大 16.7 13.6 30.8 41.2 
対人関係・コミュ
情動や意思の表出・伝達 25.0 31.8 30.8 47.1 
ニケーション面 人に対する応答行動の形成・向上 16.7 13.6 3.8 23.5 
表現・伝達手段の獲得・拡大 0.0 4.5 3.8 0.0 
コミュニケーション能力の向上 0.0 0.0 11.5 0.0 
経験の蓄積，活動の幅の拡大 25.0 31.8 30.8 23.5 
活動・行事への参加，安定した学校生活の
8.3 13.6 7.7 5.9 
その他
継続
興味・関心の拡大 8.3 9.1 15.4 5.9 
能動性・意欲の喚起 0.0 4.5 3.8 5.9 
達成感・充実感の喚起 0.0 0.0 11.5 5.9 
単位は%で，太字は記載率が30%以上の箇所を示す.
Table 3 指導のねらいに関する記載率の障害種別間比較
知的障害 肢体不自由・病弱
(本研究) (野崎・川住， 2013) 
A群 B群 C群 D群 A群 B群 C群 D群
(n=12) (n=22) (n=26) (n=17) (nご29)(n二53)(n=103) (n二79)
健康・衛生状態の維持・改善 33.3 36.4 34.6 29.4 41.4 35.8 39.8 40.5 
刺激の知覚・受容・弁別 58.3 36.4 50.0 35.3 79.3 47.2 41.7 22.8 
動きの発現，動作の形成・向上 16.7 9.1 30.8 64.7 17.2 26.4 27.2 27.8 
対人関係や交流の深化・拡大 16.7 13.6 30.8 41.2 37.9 37.7 30.1 34.2 
情動や意思の表出・伝達 25.0 31.8 30.8 47.1 13.8 26.4 36.9 45.6 
経験の蓄積，活動の幅の拡大 25.0 31.8 30.8 23.5 17.2 43.4 25.2 29.1 
単位は%.
-80 -
Table 4 取り組み・働きかけの内容に関する各カテゴリの記載率
領域 カテゴリ
A群 B群 C群 D群
(n=15) (nニ 23) (n=25) (n=18) 
健康観察，バイタルサインのチェック 0.0 4.3 4.0 16.7 
体操・マッサージ・ストレッチ等 53.3 73.9 60.0 44.4 
主として健康・衛生面
呼吸介助・排疾法，吸引等 0.0 4.3 4.0 5.6 
に関係する内容 散歩(外気浴・日光浴等) 6.7 8.7 8.0 11.1 
手浴・足浴 0.0 8.7 16.0 0.0 
清拭 0.0 0.0 0.0 5.6 
口腔ケア 0.0 0.0 4.0 0.0 
光・ブラックライト，発光する事物 13.3 26.1 24.0 27.8 
視覚系中心 画像，写真・カード類 6.7 4.3 0.0 16.7 
玩具，人(の様子・動き)等 0.0 17.4 4.0 16.7 
聴覚系中心
音楽(歌・楽器等) 80.0 78.3 88.0 50.0 
主として
言葉かけ・呼名等 40.0 30.4 20.0 50.0 
感覚ー 系かや 視+聴覚系 視聴覚活動(映像，絵本，ペープ 73.3 39.1 52.0 44.4 
関与する 中心 サート等)
内容 体性感覚・前庭
事物を介した皮膚感覚・振動刺激 66.7 52.2 56.0 44.4 
感覚系中心 身体接触 33.3 21.7 36.0 22.2 
身体の揺らし 0.0 26.1 12.0 5.6 
匂い 33.3 26.1 16.0 11.1 
上記以外 味覚体験 0.0 8.7 4.0 16.7 
スヌーズレン 0.0 4.3 0.0 0.0 
姿勢関係(管理，調節，変換，保持等) 0.0 30.4 44.0 44.4 
主として運動系が 自発/他動運動 26.7 30.4 40.0 27.8 
関与する内容 事物の把握・操作 20.0 39.1 56.0 44.4 
作業，制作 60.0 34.8 72.0 55.6 
朝の会・帰りの会 13.3 8.7 28.0 27.8 
着衣・摂食・排f世等に関する指導・介助 0.0 0.0 4.0 5.6 
交流学習・集団活動への参加 6.7 4.3 16.0 11.1 
その他 行事，季節感のある学習等 26.7 17.4 28.0 38.9 
選択・意思表示場面 6.7 4.3 4.0 16.7 
言葉・数の学習 0.0 0.0 0.0 0.0 
文化的内容の学習 0.0 0.0 0.0 0.0 
単位は%で，太字は記載率が30%以上の箇所を示す.
Table 5 取り組み・働きかけの内容に関する記載率の障害種別間比較
知的障害 肢体不自由・病弱
(本研究) (野崎・川住， 2013) 
A群 B群 C群 D群 A群 B群 C群 D群
(n=15) (n=23) (n=25) (n=18) (n=31) (n=55) (n=104) (n=80) 
体操・マッサージ・ストレッチ等 53.3 73.9 60.0 44.4 64.5 41.8 44.2 26.3 
音楽(歌・楽器等) 80.0 78.3 88.0 50.0 80.6 65.5 65.4 56.3 
視聴覚活動(映像，絵本，ペープサート等) 73.3 39.1 52.0 44.4 48.4 36.4 35.6 37.5 
事物を介した皮膚感覚・振動刺激 66.7 52.2 56.0 44.4 54.8 49.1 48.1 30.0 
作業，制作 60.0 34.8 72.0 55.6 22.6 30.9 26.9 31.3 
単位は%.
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N. 考察
1 .スイッチ等の支援機器の使用状況に関する比較
まず、使用頻度については、肢体不自由・病弱特別支援学校ほど高くなかったとい
える (Table1)0 中村・棟方・金森・太田・渡遺 (2009) が行った調査報告では、特
別支援学校の対象障害種別によって支援機器の普及状況に差があるという実態が明ら
かとなっており VOCAや各種スイッチの保有率は肢体不自由特別支援学校において
とりわけ高いことが示されている O そして、このような普及状況の違いが、今回の結
果と“肢・病"調査の結果との差異に少なからず影響を及ぼしていると思われる。
一方、使用している支援機器として、 VOCAや押し型スイッチがおもに挙げられて
いたという点は、“肢・病"調査の結果と一致していた O これらの支援機器は汎用性が
高く、様々な障害実態の児童生徒への適用が期待できるという利点を持っている。そ
のため、超重症児該当児童生徒への指導においても用いられているのではないかと考
えられる O しかしながら、それは見方を変えると、個々の児童生徒の実態に応じた支
援機器の活用までには至っていない可能性があるとも捉えられよう O 野尻・川崎 (2015)
は肢体不自由特別支援学校における支援機器の活用に関する全国調査を実施しており、
その結果から、「個に応じた活動拡大の視点より利便性、汎用性、即効性が優先される
傾向にあるため、多くの児童生徒が利用できるスイッチが優先的に整備されており、
汎用性の少ないスイッチの整備は後回しになっている現状が考えられる J と述べてい
るO そして、野尻・川崎(2015) が指摘したこうした現状は、知的障害特別支援学校
においてもあてはまることが卜分予測されるとともに、今回の結果はその予測を支持
するものであったと考える。
2. 指導のねらいと取り組み・働きかけの内容に関する比較
( 1 )指導のねらい
「対人関係や交流の深化・拡大」の記載率について、“肢・病"調査ではどの群で
も 30%以上で、 C.D群よりも A・B群のほうがごくわずかに高かったが、今回の調
査では C・D群のほうが高く、 A・B群は 30%を下回っていた (Table3)。このよう
に、個々のカテゴリに着目していくと、今回の結果と“肢・病"調査の結果とで、記
載状況が大きく異なるものがいくつか見受けられた O しかし全体的にみれば、脳機能
障害の程度が重度である群は感覚入力に、比較的軽度である群は運動出力に力点を置
いているという傾向が認められ (Table2)、その点に関しては“肢・病"調査の結果
とおおむね共通していたといえる (Table3) 0 
( 2 )取り組み・働きかけの内容
ここでは、 Table5で取り上げた 5つのカテゴリを中心に、今回の結果と“肢・病"
調査の結果との共通点・差異点を検討していくこととする O
? ??
まず、「音楽(歌・楽器等)J I視聴覚活動(映像、絵本、ベープサート等)J I事物
を介した皮膚感覚・振動刺激」は、“肢・病"調査の結果でも全群が記載率 30%以上
であった O したがって、上記のような聴覚や体性感覚へのアプローチは、特別支援学
校の対象障害種別や超重症児該当児童生徒の脳機能障害の程度にかかわらず行われて
いる主たる取り組み・働きかけであるといえよう。
次に、「作業、制作Jは、 B群を除く 3つの群で、記載率が“肢・病"調査の結果を
20%以上も大きく上回っていた O こうした違いが何によって生じたのかは現時点では
解釈しがたく、今後の検討課題のひとつとして残された O ただ少なくとも、超重症児
該当児童生徒への取り組み・働きかけのおもな内容が、彼/彼女らの実態のみならず、
特別支援学校の対象障害種別や指導の場、または担任教師の指導経験や指導に対する
認識によって十分異なりうることを示唆するものとして捉えられるだろう O
そして、「体操・マッサージ・ストレッチ等」は、群間比較すると D群の記載率が
最も低く、その点は“肢・病"調査の結果と一致していた o Table 4で示されている
通り、 30カテゴリ全体でみても、 D群は 4つの群の中で唯一、記載率 60%以上のカ
テゴリがまったくなかった O しかし一方、 30カテゴリ中 12カテゴリについて、 D群
の記載率が最も高いという結果も得られた (A群は 3カテゴリ、 B群は 4カテゴリ、
C群は 9カテゴリ o 残りの 2カテゴリは全群が記載率 0%)0 したがって、 D群は取り
組み・働きかけの内容が多岐にわたり、特定のカテゴリに記載が集中しない傾向があ
ると捉えられる O それに対し、 A群は特定のカテゴリに記載が集中しやすい傾向があ
り、取り組み・働きかけの内容が限られている可能性がうかがえる O
“肢・病"調査においても、 D群では記載率 60%以上のカテゴリが 1つもなかった
が、主として感覚系が関与する内容についても運動系が関与する内容についても、ほ
ぼ同程度に挙げられていた。そして A群では、主として感覚系が関与する内容、特に
「音楽(歌・楽器等)Jといった聴覚系中心の内容についての記載率が高い一方、運動
系が関与する記載率はあまり高くなく、 30カテゴリ全体でみると記載率 0%のカテゴ
リも存在した。つまり、“肢・病"調査でも、記載内容の偏りに関して D群と A群は
対照的であったといえる O
3. おわりに
超重症児該当児童生徒への指導と一口にいっても、その実際は子どもの脳機能障害
の程度によって大きく異なるということが、“肢・病"調査を通して明らかとなってい
た(野崎・川住， 2013)0 そして本研究では、支援機器の使用頻度など、特別支援学
校の対象障害種別による違いを新たに見いだすことができた D しかしながら、超重症
児該当児童生徒の医療的ケアの内容や担任教師の知識・技能・経験など、指導の実際
に違いをもたらしうる要素は多数存在する O したがって、これらの要素と指導の実際
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との関連を探っていくことが今後の課題として挙げられる O そして、今後より多くの
研究者や専門家に関心を持ってもらえるよう、超重症児該当児童生徒および彼/彼女
らに対する教育の現状と課題に関する情報を様々な視点から収集・発信し続けていく
ことがきわめて重要であると考える O
i射辞
本研究の調査にご協力いただきました知的障害特別支援学校の皆様に深く感謝申し
上げます。
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究代表者:) 1住隆一、課題番号 21531003)0 また、アンケート Iと、アンケート Eの
「教師が取り組むべき研究課題や研究機関への期待」の結果については、)1住・野崎
(2011) で取り上げている O
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